


設問番号 問題１ 

解答例  ③ 

解 説 参考文献 

(１)設計供用期間は、当該施設が実際に供用される期間及び性能照査に

おいて想定する作用の再現期間とは定義が異なることに注意が必要であ

るため、誤っている。（×） 

港湾の施設の技術上の基準・

同解説（平成 30 年 5 月） 

P16 参照 

(２)記載のとおりである。（〇） 港湾の施設の技術上の基準・

同解説（平成 30 年 5 月） 

P3 参照 

(３)記載のとおりである。（〇） 港湾の施設の技術上の基準・

同解説（平成 30 年 5 月） 

P13 参照 

(４) レベル１地震動は変動状態に分類される。（×） 

   

 

港湾の施設の技術上の基準・

同解説（平成 30 年 5 月） 

P1048 参照 

以上より、不適切な記述は２つであり、③が最も適当である。 

 

  





設問番号 問題２ 

解答例  ④ 

解 説 参考文献 

(１)記載のとおりである。（〇） 港湾の施設の技術上の基準・

同解説（平成 30 年 5 月） 

P77 参照 

(２)施設の設計にあたっては、ＩＣＴ（Information and Communication 

Technology）の活用や規格化・標準化された部材の活用等による生産性の

向上にも配慮することが望まれるため、誤っている。（×） 

港湾の施設の技術上の基準・

同解説（平成 30 年 5 月） 

P33 照 

(３)既存施設の改良設計にあたっては、当該施設に対する要請（改良目

的）を基に、新たに設計供用期間及び要求性能を設定することが重要で

あるため、誤っている。（×） 

港湾の施設の技術上の基準・

同解説（平成 30 年 5 月） 

P45 照 

(４)発注者、設計者及び施工者の三者による三者会議は、施工開始段階

で実施されるため、誤っている。（×） 

港湾の施設の技術上の基準・

同解説（平成 30 年 5 月） 

P56 照 

以上より、不適切な記述は３つであり、④が最も適当である。 

 

 

  





設問番号 問題３ 

解答例 ①  

解 説 参考文献 

(ア)施工期間は、基本断面や使用材料等の決定、及び事業費の増減に非

常に大きな影響を与えることがあるため、誤っている。（×） 

港湾の施設の技術上の基準・

同解説（平成 30 年 5 月） 

P42 参照 

(イ) 記載のとおりである。（〇） 港湾の施設の技術上の基準・

同解説（平成 30 年 5 月） 

P43 参照 

(ウ) 記載のとおりである。（〇） 港湾の施設の技術上の基準・

同解説（平成 30 年 5 月） 

P43 参照 

(エ) 記載のとおりである。（〇） 港湾の施設の技術上の基準・

同解説（平成 30 年 5 月） 

P43 参照 

以上より、不適切なものは（ア）であり、①が最も適当である。 

 

 

 

  





設問番号 問題４ 

解答例 ② 

解 説 参考文献 

(ア) 記載のとおりである。（○） 港湾の施設の技術上の基準・

同解説（平成 30 年 5 月） 

P73 参照 

(イ) 当該施設の管理者ではなく設置者であり、誤りである。（✕） 港湾の施設の技術上の基準・

同解説（平成 30 年 5 月） 

P76 参照 

(ウ) 記載のとおりである。（○） 港湾の施設の技術上の基準・

同解説（平成 30 年 5 月） 

P80 参照 

(エ) 維持管理レベルⅠではなく維持管理レベルⅢの記載であり、誤りで

ある。（✕） 

 

港湾の施設の技術上の基準・

同解説（平成 30 年 5 月） 

P74 参照 

以上より、②の「〇×○×」が最も適当である。 

 

  





設問番号 問題５ 

解答例 ① 

解 説 参考文献 

(ア) 記載のとおりである。（○） 港湾の施設の技術上の基準・

同解説（平成 30 年 5 月） 

P88 参照 

(イ) 記載のとおりである。（○） 港湾の施設の技術上の基準・

同解説（平成 30 年 5 月） 

P88 参照 

(ウ) 記載のとおりである。（○） 港湾の施設の技術上の基準・

同解説（平成 30 年 5 月） 

P88 参照 

(エ) 記載のとおりである。（○） 

（技術基準の記載は、「施設」のところが「技術基準対象施設」と記載さ

れているが、「施設」でも不適当な記載とはなっていない。） 

 

港湾の施設の技術上の基準・

同解説（平成 30 年 5 月） 

P88 参照 

以上より、①の不適当なものはない。 

  





設問番号 問題６ 

解答例 ③ 

解 説 参考文献 

(ア) 記載のとおりである。（○） 港湾の施設の技術上の基準・

同解説（平成 30 年 5 月） 

P95 参照 

(イ) 記載のとおりである。（○） 港湾の施設の技術上の基準・

同解説（平成 30 年 5 月） 

P95～97 参照 

(ウ) 風力エネルギーは風速の３乗に比例するため、誤りである。（✕） 港湾の施設の技術上の基準・

同解説（平成 30 年 5 月） 

P98 参照 

(エ) 記載のとおりである。（○） 

 

港湾の施設の技術上の基準・

同解説（平成 30 年 5 月） 

P99 参照 

以上より、③の（ウ）が不適当である。 

 

 

  





設問番号 問題７ 

解答例  ④ 

解 説 参考文献 

① 式①は、適切である（〇） 

港湾の施設の技術上の基準・同解説（平成 30 年 5 月）P131 より 

水面波の分散関係は次で表される。 

  C=ට
௚௅

ଶగ
tanh

ଶగ௛

௅
 

  ここで、L=CT の関係から 

  C2=
௚஼்

ଶగ
𝑡𝑎𝑛ℎ

ଶగ௛

௅
 

   C=ට
௚்

ଶగ
tanh

ଶగ௛

௅
 となる。 

港湾の施設の技術上の基準・

同解説（平成 30 年 5 月） 

P130～P131 参照 

② 式②は、適切である（〇） 

C=ට
௚௅

ଶగ
tanh

ଶగ௛

௅
          式（4.2.2） 

 

③ 式③は、適切である（〇） 

  相対水深が h/L=1/2 程度以上のとき、式（4.2.2）の 𝑡𝑎𝑛ℎ
ଶగｈ

௅
 は 

ほぼ１とみなせるとの記述があることから C≈ට
௚௅

ଶగ
 となる。 

 

④ 式④は、不適切である（×） 

Ｌ≈
௚

ଶగ
𝑇2 である 

 

⑤ 式⑤は、適切である（〇） 

 相対水深が h/L=1/25 程度未満のとき、式（4.2.2）の 𝑡𝑎𝑛ℎ
ଶగｈ

௅
 は 

 ほぼ関数の引数 2πh/L の値と同じとの記述があることから 

 C≈ට
௚௅

ଶగ
･
ଶగ௛

௅
 = ඥ𝑔ℎ となる。 

 

以上より、式④は、不適切である。 

 

 

  





設問番号 問題８ 

解答例  ② 

解 説 参考文献 

（１）記載のとおり、適当である（〇） 

    H0’= KrKdH0  式（4.4.5） 

       H0’:換算沖波波高 

       Kr   :対象点の屈折係数 

    Kd ：対象点の回折係数 

    H0 ：沖波波高 

港湾の施設の技術上の基準・

同解説（平成 30 年 5 月） 

P152 参照 

（２）記載のとおり、適当である（〇） 

   H = KrKdKsH0   式（4.4.4）  

H :対象地点の波高 

Ks：対象点の浅水係数 

対象点の波高をその水深に対する浅水係数で除すると換算沖波に

なる。 

H/Ks = KrKdH0 = H0’ 

（３）防波堤を越波した波及びマウンド通過波による港内への伝達波高

の算定には、「港湾の施設の技術上の基準・同解説（平成 30 年 5

月）P177」の図―4.4.28 の波高伝達率算定図に示されたように防

波堤前面の入射波高ＨI 及び背面の波高ＨT の比ＫT を用いて算定

する。 問題の換算沖波波高を用いるのは間違い（×） 

     ＫT = ＨT/ＨI 

港湾の施設の技術上の基準・

同解説（平成 30 年 5 月） 

P177 参照 

（４）記載のとおり、適当である（〇） 

式（4.4.4）より   

H = KrKdKsH0     （KrKdH0 = H0’なので） 

  = Ks H0’    

港湾の施設の技術上の基準・

同解説（平成 30 年 5 月） 

P152 参照 

 

以上より、不適当なものは②の一つである。 

 

  





設問番号 問題９ 

解答例  ② 

解 説 参考文献 

 問題を和訳すると 

  「図に示すように水深が一定で一辺が開いた長方形の港において、

自然の共振周期を表す適切な式を選択しなさい。」 

 

      港湾の施設の技術上の基準・同解説（平成 30 年 5 月）P114 より 

   等深な長方形をした港の副振動の周期は以下のとおりである。 

        T = 
ସ

ଶ௠ାଵ

௟

ඥ௚௛
  式（3.3.2） 

        ここに  T ：固有振動周期(s) 

                  l ：水面の長さ（奥行き）(m) 

                  m ：振動の次数(=1,2,3,･････)  ※問題では n 

         g ：重力加速度(=9.8m/s2) 

                  h ：水深(m) 

                    

      したがって、問題の②式が適切である。 

 

 

 

 

 

 

港湾の施設の技術上の基準・

同解説（平成 30 年 5 月） 

P114 参照 

 

以上より、②の式が適切である。 

  





設問番号 問題 10 

解答例  ④ 

解 説 参考文献 

 

問題の和訳は以下の通り。 

相対密度 Dr は砂質土の液状化強度を評価する重要なパラメータである。

最大密度ρdmax=1.8g/cm3、最小密度ρdmin=1.4g/cm3 の砂質土で、密度

ρd=1.6g/cm3 場合に、相対密度 Dr を求めよ。 

相対密度 Dr は以下の式より求められる。 

Dr=(emax-e)/ (emax-emin) 

= (ρdmax(ρd-ρdmin)/ (ρd (ρdmax-ρdmin) 

 

ρdmax=1.8g/cm3、ρdmin=1.4g/cm3、ρd=1.6g/cm3 より 

Dr= (1.8(1.6-1.4)/ (1.6(1.8-1.4) 

=0.5625 

よって、相対密度 Dr=56.3%である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

港湾の施設の技術上の基準・

同解説（平成 30 年 5 月） 

上巻、P311、式 2．2.5 参照 

 

以上より、④が正解である。 





設問番号 問題 11 

解答例  ② 

解 説 参考文献 

(ア) （〇） 

レベル１地震動に対して、液状化すると予測・判定された場合には、

液状化対策を実施することを原則とする。 

港湾の施設の技術上の基準・

同解説（平成 30 年 5 月） 

P408 参照 

(イ) （×） 

粒度と N 値による液状化の予測・判定において、検討対象層の粒径加

積曲線が「液状化の可能性あり」の範囲にまたがった場合など分類が

困難である場合には、粘土分側については繰返し三軸試験による予

測・判定法を用いる等の適切な対応が必要である。礫分側については、

透水係数が 3cm/s 以上であることを確認した場合に液状化しないと

判定することができる。 

よって、礫分側については、透水係数が 3cm/s 以上の確認が必要とな

り、問題文は誤りとなる。 

港湾の施設の技術上の基準・

同解説（平成 30 年 5 月） 

P411 参照 

(ウ) （〇） 

粒度判定において「液状化の可能性あり」の範囲に含まれる粒度の土

層については、等価 N値、等価加速度による液状化の予測・判定を行

う。 

港湾の施設の技術上の基準・

同解説（平成 30 年 5 月） 

P410、図-2.1.2 など参照 

(エ) （〇） 

シラス等の特殊土に、粒度と N 値による予測・判定法を適用する場合

には、粒度と N 値による予測と繰返し三軸試験による予測の両方を実

施し、両者の整合性を確認しておくことが望ましい。 

港湾の施設の技術上の基準・

同解説（平成 30 年 5 月） 

P416 参照 

以上より、②の不適当な設問は一つが適当である。 





設問番号 問題 12 

解答例   ② 

解 説 参考文献 

(ア) （×） 

表層地盤の 1 次固有周期 T は、次式で求められる。 

  T=４H/Vs 

ここに、H：表層地盤厚さ、Vs：表層地盤のせん断弾性波速度 

よって、表層地盤の 1 次固有震動数 f＝Vs/4H で求まり、表層地盤の

せん断波速度を表層地盤の層厚の 4 倍で除することにより推測でき

る。 

港湾の施設の技術上の基準・

同解説（平成 30 年 5 月） 

P1908 参照 

(イ) （〇） 

レベル一地震動については、地震動の実測値をもとに、震源特性、伝

播経路特性及びサイト特性を考慮して、確率論的時刻歴波形を適切に

設定するものとする。 

確率論的時刻歴波形とは、地震の発生確率を考慮した確率論的地震危

険度解析により設定される地震動の時刻歴波形のことである。 

港湾の施設の技術上の基準・

同解説（平成 30 年 5 月） 

P363 参照 

(ウ)（×） 

加速度フーリエスペクトルは、周期毎の地震波の強さに分解して表し

たものである。 

 

 

 

以上より、②の「×○×」が最も適当である。 

 

 

  





設問番号 問題 13 

解答例 ② 

解 説 参考文献 

傾斜角βの地表面と平行な面上の垂直およびせん断応力は次式となる． 

  σ＝σv cosβ 

  τ＝σv sinβ 

この応力をモールの応力円上に図示すると、鉛直土圧σvを表す点 V はモール

の応力円と原点からの傾斜角βの直線との交点になる．  

次に、点 Vを通りクーロンの破壊線（τ＝σtanφ）に接するモールの応力

円を作図する．このとき、二つの円を作図することができる．小さい円が主

働状態の応力円であり、大きい円が受働状態の応力円である． 

傾斜角βと主働状態の応力円との交点が極※（下図の点 P）に当たる．この

極からβ＋90°回転させた面が主働土圧σAの作用する応力面であり、この面

との交点 Aが主働土圧σAとなる． 

 

 
※極：モールの応力円上の応力が作用する全ての面が必ず通る点 

 

土圧入門（社団法人 

地盤工学会）pp.126-

131 

以上より、②が正解である． 

 

 

 

  

τ 

σ O 

β 

受働状態の 

応力円 
主働状態の 

応力円 

V 

A 

P 
β+90° 

σA 

σV 

β 





設問番号 問題 14 

解答例  ④ 

解 説 参考文献 

 設問の和訳は，以下の様になる． 

以下の 4 つの文は、「港湾基準」の船舶について説明しており，最も適切

な組み合わせを選択せよ． 

 

 

 

 

(A)の和訳は，「DWT は、積載される貨物の平均重量であり、t（トン）で

表される」とあり，港湾基準では「載貨重量トン数(Dead Weight Tonnage)

は，積載し得る貨物の最大重量をトン単位で表した数」とある事から間

違い×である． 

 

港湾の施設の技術上の基準・

同解説（平成 30 年 5 月） 

P424 参照 

(B)の和訳は，「現在の一部のコンテナ船の DWT は，150,000DWT 以上であ

る」とあり，港湾基準 p420 に示されるコンテナ船は最大 20 万 DWT の記

載がある事から正解〇である． 

 

港湾の施設の技術上の基準・

同解説（平成 30 年 5 月） 

P420 参照 

(C)の和訳は，「船舶の接岸エネルギーは、船の速度の 2 乗に比例する」

であり，港湾基準で定義される接岸エネルギーEf は, 

Ef=1/2×MS×V2×Cm×Cs×CC（V:接岸速度）で定義されるため，正解〇で

ある． 

 

港湾の施設の技術上の基準・

同解説（平成 30 年 5 月） 

P431 参照 

(D)の和訳は「船舶の総トン数が 200t 超え、500t 以下の場合、ボラード

に作用する牽引力の標準値は通常1,500kNである」とあり，港湾基準p441

表-2.4.1に示された船舶のけん引力の標準値の内200tを超え500t以下

の場合は 150kN である事から，間違い×である． 

 

港湾の施設の技術上の基準・

同解説（平成 30 年 5 月） 

P441 参照 

以上より、④の「×〇○×」が最も適当である。 

 

  





設問番号 問題 15 

解答例  ⑤  

解 説 参考文献 

（ア）港湾基準 p446 に「港湾の施設の性能照査において考慮する自重及

び載荷重は、対象とする施設にどのような種類の作用がどのような状態

で負荷されるかを十分考慮して設定する必要がある」と記載がある事か

ら正解〇である． 

 

港湾の施設の技術上の基準・

同解説（平成 30 年 5 月） 

P446 参照 

（イ）港湾基準 p455 に記載される，コンテナクレーンの諸元の例に記載

される全装備重量 8731kN のアウトリーチは 47.1m であると記載されて

いるため，間違い×である． 

 

港湾の施設の技術上の基準・

同解説（平成 30 年 5 月） 

P45 参照 

（ウ）港湾基準 p446 に記載される積載荷重の定義は「エプロン、上屋、

倉庫等に積載される雑貨、バラ荷等による静的な荷重であり、積雪をみ

る地域ではエプロン上に積もった雪（積雪荷重）も含まれる」と記載が

あるため、正解〇である。 

 

港湾の施設の技術上の基準・

同解説（平成 30 年 5 月） 

P446 参照 

（エ）港湾基準 p454 には「荷役機械荷重には移動式荷役機械荷重、軌道

走行式荷役機械荷重及び固定式荷役機械荷重がある」とあり，p456 には

「移動式荷役機械にはタイヤ式多目的ジブクレーン,ラフテレーンクレ

ーン・・・・トランスファクレーン・・・等がある」と記載がある事か

ら，正解〇である． 

 

港湾の施設の技術上の基準・

同解説（平成 30 年 5 月） 

P454,p456 参照 

以上より、⑤の「〇×〇○」が最も適当である。 

 

 

 

 

  





設問番号 問題１６ 

解答例 ⑤ 

解 説 参考文献 

(ア)高炉 

 

港湾の施設の技術上の基準・

同解説（平成 30 年 5 月） 

P507 参照 

(イ)遊離石灰 

 

港湾の施設の技術上の基準・

同解説（平成 30 年 5 月） 

P507 参照 

(ウ)エージング 

 

港湾の施設の技術上の基準・

同解説（平成 30 年 5 月） 

P507 参照 

(エ)水硬性 

 

港湾の施設の技術上の基準・

同解説（平成 30 年 5 月） 

P508 参照 

以上より、⑤が適当である。 

  





設問番号 問題１７ 

解答例 ② 

解 説 参考文献 

・等分布荷重を受ける片持ちはりの曲げモーメントは、先端部に向かって単

純減少する二次関数で表される。 

 

 

・反力ＲBは、「等分布荷重 p×長さ L＝pL」である。 

・曲げモーメントＭB は、「荷重 pL×荷重の重心距離 L/2＝pL×L/2＝pL2/2」

である。 

 

以上より、②が最も適当である。 





設問番号 問題１８ 

解答例 ① 

解 説 参考文献 

(ア)記載のとおりである。（○） 港湾の施設の技術上の基準・

同解説（平成 30 年 5 月） 

P632 参照 

(イ)記載のとおりである。（○） 港湾の施設の技術上の基準・

同解説（平成 30 年 5 月） 

P632 参照 

(ウ)記載のとおりである。（○） 港湾の施設の技術上の基準・

同解説（平成 30 年 5 月） 

P633 参照 

(エ)記載のとおりである。（○） 

 

港湾の施設の技術上の基準・

同解説（平成 30 年 5 月） 

P634 参照 

以上より、①の全て適当である。 

 

 

  





設問番号 問題 19 

解答例  ⑤  

解 説 参考文献 

(ア)技術基準 P752 に「全て砂質土層である基礎地盤を切る円弧すべりに

対してや、上部が厚い砂層で下部が粘性土層という構成の地盤を切る

円弧すべりに対しては、修正フェレニウス法は安定性を過小に評価す

る傾向があることが知られている。」と記載があるため（×） 

港湾の施設の技術上の基準・

同解説（平成 30 年 5 月） 

P752 参照;下から 7,8 行目 

(イ)技術基準 P751 図 4.2.1 より、中心は斜面上方ですべるため（×） 

       

 

 

 

港湾の施設の技術上の基準・

同解説（平成 30 年 5 月） 

P748 参照,③粘性土地盤のす

べり。P751 の図 4.2.1 

(ウ)記載のとおりである。（〇）  港湾の施設の技術上の基準・

同解説（平成 30 年 5 月） 

P682 参照，8 行目から図

3.2.6。 

(エ)記載のとおりである。（〇）  

 

港湾の施設の技術上の基準・

同解説（平成 30 年 5 月） 

P748 参照，②砂質土地盤のす

べり 

以上より、⑤の「××〇○」が最も適当である。 

 

  





 

設問番号 問題 20 

解答例  ④ 

解 説 参考文献 

(ア)浅い基礎の場合、側面抵抗は考慮しないため（○） 港湾の施設の技術上の基準・

同解説（平成 30 年 5 月）P675

参照,下から 3 行目 

(イ)側面摩擦抵抗（周面摩擦）は無視する場合もあるため（×） 港湾の施設の技術上の基準・

同解説（平成 30 年 5 月）P689

参照,上から 12 行目 

(ウ)杭基礎の場合、フーチング底面の地盤支持力は期待しないため（○） 港湾の施設の技術上の基準・

同解説（平成 30 年 5 月）P691

参照,下から 6 行目 

(エ)単杭と組杭を混用した杭基礎の場合、一般に水平力はすべて組杭が負

担するものと考える。（×） 

 

港湾の施設の技術上の基準・

同解説（平成 30 年 5 月）P692

参照,上から 9 行目 

以上より、④の「〇×○×」が最も適当である。 

 

  





設問番号 問題 21 

解答例  ① 

解 説 参考文献 

①抵抗する地盤の地表面から徐々に深さ範囲へ広がるため、一義的に抵抗

力を定めることは出来ないため（×） 

港湾の施設の技術上の基準・

同解説（平成 30 年 5 月）P702

参照,（1）上から 10 行目 

②杭を弾性支承上の梁として解析より（○） 港湾の施設の技術上の基準・

同解説（平成 30 年 5 月）P702

参照,(3)下から 11 行目  

 

③港研式の精度が良いと言われていることから（○） 港湾の施設の技術上の基準・

同解説（平成 30 年 5 月）P703

参照，（3）上から 5 行目 

④捨石の接触状態で地盤反力係数が変わるため、確認しておいた方が良い

ため（○） 

港湾の施設の技術上の基準・

同解説（平成 30 年 5 月）P703

参照，(7)下から 5 行目 

⑤繰り返し回数の対数に比例して変位増加するため（○） 

 

港湾の施設の技術上の基準・

同解説（平成 30 年 5 月）P704

参照（10）上から 7 行目 

以上より、「×〇○○○」より、①が不適当である。 

 

  





設問番号 問題 22 

解答例  ② 

解 説 参考文献 

① 記載の通りである。（〇） 港湾の施設の技術上の基準・

同解説（平成 30 年 5 月） 

P743 参照 

② 港湾基準では「軽量材料、あるいは重量の大きい材料を用いて、荷重

を調整する」とあり題意は同じと判断する。（〇） 

港湾の施設の技術上の基準・

同解説（平成 30 年 5 月） 

P743 参照 

③ 記載の通りである。（〇） 港湾の施設の技術上の基準・

同解説（平成 30 年 5 月） 

P743 参照 

④ 地盤の自重による沈下完了の確認だけでは、構造物施工後の不動沈下

に対する対策とは言えず不適当である。（×） 

 

港湾の施設の技術上の基準・

同解説（平成 30 年 5 月） 

P743 参照 

以上より、不適当なものは、（エ）の 1 つである。 

 

 

 

 

  





設問番号 問題 23 

解答例  ③ 

解 説 参考文献 

(ア)原地盤とドレーン材を攪拌混合することはないので、不適当である。

（×） 

港湾の施設の技術上の基準・

同解説（平成 30 年 5 月） 

P774 参照 

(イ)バーチカルドレーン工法自体は排水距離を短くし圧密時間を短くす

る工法であるので不適当である。地盤に作用する荷重を大きくするこ

とで圧密を促進する工法はプレローディング工法やサーチャージ工

法が該当する。（×） 

港湾の施設の技術上の基準・

同解説（平成 30 年 5 月） 

P774 参照 

(ウ)記載の通りである。（〇） 港湾の施設の技術上の基準・

同解説（平成 30 年 5 月） 

P774 参照 

(エ)バーチカルドレーン打設直後の原地盤の強度は改良前の強度と変化

していないので、一度に最終的な荷重を載荷することはできず不適当

である。（×） 

 

港湾の施設の技術上の基準・

同解説（平成 30 年 5 月） 

P774 参照 

以上より、③の「××○×」が最も適当である。 

 

 

  





設問番号 問題 24 

解答例  ③ 

解 説 参考文献 

①  記述の通りである。（〇） 港湾の施設の技術上の基準・

同解説（平成 30 年 5 月） 

P782 参照 

②  改良体自体の内部安定(耐力)に対する検討が必要である。（×） 港湾の施設の技術上の基準・

同解説（平成 30 年 5 月） 

P782 参照 

③  記述のとおりである。（○） 

 

  

港湾の施設の技術上の基準・

同解説（平成 30 年 5 月） 

P785 参照 

④  深層処理工法による安定性処理土の設計基準強度は、一般に室内配

合試験における供試体の一軸圧縮強さの平均値以下である。（×） 

 

ここに、 

  

  

λの値は、施工機械と施工条件、改良対象土の種類、安定材の種類、

養生環境、材令等の多くの因子に影響される。海上工事で大型もしく

は中型の作業船による施工の場合にはλ＝0.8 から 1、小型の作業船

の場合にはλ=0.5 から 1 を目安としている。ただし、試験または既

往の施工実績を基にλの値を決定してもよい。 

 

港湾の施設の技術上の基準・

同解説（平成 30 年 5 月） 

P786～P787 参照 

以上より、③の「不適切なものの数が 2 つ」が最も適当である。 

  

：室内配合供試体の一軸圧縮強さの平均値 

：現場安定処理土の一軸圧縮強さの平均値 





設問番号 問題 25 

解答例  ④ 

解 説 参考文献 

(ア) 対象船舶及び航行環境を特定できる場合の航路の性能照査におけ

る航路の水深の設定に当たっては、対象船舶の最大喫水、航行及びう

ねり等の波浪による船体沈下量並びに余裕水深を適切に考慮する。

（×） 

港湾の施設の技術上の基準・

同解説（平成 30 年 5 月） 

P858 参照 

(イ) 日本海沿岸等にみられるように、天文潮による潮位変動に比べて平

均水面の季節変動が大きく最低水面より低い潮位が生じる場合及び

うねりの進入が著しい場合等はその影響を考慮することが必要であ

る。（×） 

港湾の施設の技術上の基準・

同解説（平成 30 年 5 月） 

P907 参照 

(ウ) 記述のとおりである。（○） 

 

港湾の施設の技術上の基準・

同解説（平成 30 年 5 月） 

P856 参照 

(エ) 記述のとおりである。（○） 

 土砂等による埋没を防止するための措置としては、次に揚げるもの

がある。 

① 防砂堤、導流堤等の外郭施設またはこれに類する設備の配置 

② ポケット浚渫等、流下土砂を当該水域施設の周辺で防止するため

の措置 

③ 航路護岸その他、法崩れ等を防止するための設備の設置 

④ 余堀 

港湾の施設の技術上の基準・

同解説（平成 30 年 5 月） 

P856 参照 

以上より、④の「××○○」が最も適当である。 

 

 

 

  





設問番号 問題 26 

解答例 ④ 

解 説 参考文献 

以下の文章は、日本における防波堤の混成堤形式の設計に関し

て述べたものである。 

混成堤は、重力式防波堤として最も一般的な構造形式であり、

直立壁と捨石マウンド（A）の２つの要素で構成されている。日本

では直立壁としてケーソンが多く使用されており、波力に対して

ケーソンの構造寸法を決定する際には、以下の項目について性能

を照査している。 

1）ケーソンの滑動に対する照査 

 2）ケーソンの転倒（B）に対する照査 

 3）基礎の支持力（C）に関する照査 

 

 

 

問題文の和訳 

 

 

港湾の施設の技術上の基

準・同解説（平成 30 年 5

月）P921～922 参照 

A) rubble mound → 捨石マウンド  

wave-dissipating block → 誤り 

 

B) overturning → 転倒  

overtopping → 誤り 

 

C) bearing capacity → 支持力  

consolidation → 誤り 

 

以上より、最も適当な組み合わせは④である。  

 

  





設問番号 問題 27 

解答例 ④ 

解 説 参考文献 

(ア)斜面型ケーソン堤は、水平波力を小さくすると同時に、斜

面壁に作用する鉛直波力を堤体の安定に利用する防波堤で

あるが、「通常の直立型と比較して伝達波が大きくなる」

ことが一般的であり、「越波量を小さくする」というのは

誤った記述となる。（×） 

港湾の施設の技術上の基準・

同解説（平成 30 年 5 月） 

P956 参照 

(イ)直立消波プロック堤は、「越波及び伝達波が混成堤に比べて

小さいが、消波プロック被覆堤より大きくなる傾向がある」

ことが一般的であり、誤った記述となる。（×） 

港湾の施設の技術上の基準・

同解説（平成 30 年 5 月） 

P952 参照 

(ウ)記載のとおりである。（〇） 港湾の施設の技術上の基準・

同解説（平成 30 年 5 月） 

P938 参照 

(エ)記載のとおりである。（〇） 港湾の施設の技術上の基準・

同解説（平成 30 年 5 月） 

P977 参照 

以上より、④の「××〇〇」が最も適当である。  

 

 

 

 

 

  





設問番号 問題２８ 

解答例 ④ 

解 説 参考文献 

(ア)記載のとおりである。（○） 

 

港湾の施設の技術上の基準・

同解説（平成 30 年 5 月） 

P287 参照 

(イ)砕波帯よりも沖合で洗堀量が大きくなる傾向にあるのは、水深約 10m

ではなく水深 3～5m 付近に堤頭部が存在しているときであるため誤

りである。（×） 

 

港湾の施設の技術上の基準・

同解説（平成 30 年 5 月） 

P285～286 参照 

(ウ)堤体前面から１／２波長付近でなく、１／４波長付近であるため誤り

である。（×） 

 

港湾の施設の技術上の基準・

同解説（平成 30 年 5 月） 

P287 参照 

(エ)記載のとおりである。（○） 

 

港湾の施設の技術上の基準・

同解説（平成 30 年 5 月） 

P289 参照 

以上より、④の「〇××○」が最も適当である。 

  





設問番号 問題２９ 

解答例 ② 

解 説 参考文献 

問題の和訳は以下のとおり。 

直杭式桟橋構造、重力式構造、矢板式構造の係留施設におけるレベル１

地震動を対象とした性能照査の手順に関する問題である。 

 

ａ：桟橋の加速度時刻歴を算定する地盤高さであり、1/βが該当する。 港湾の施設の技術上の基準・

同解説（平成 30 年 5 月） 

P1208 参照 

ｂ：部分係数法による照査の内、桟橋杭及び矢板構造の鋼矢板やタイ材

の発生応力度に関するものであり、yield（降伏）が該当する。 

港湾の施設の技術上の基準・

同解説（平成 30 年 5 月） 

P1210～1211，P1103～1104 

参照 

ｃ：部分係数法による照査の内、桟橋杭の支持力に関するものであり、

axiaｌ（軸方向）が該当する。 

港湾の施設の技術上の基準・

同解説（平成 30 年 5 月） 

P1213～1214 参照 

ｄ，ｅ：部分係数法による照査の内、重力式構造の全体安定に関するも

のであり、記述のある bearing capacity of ground(基礎地盤

の支持力)以外の項目の sliding（滑動）と overturning(転倒)

がそれぞれ該当する。 

港湾の施設の技術上の基準・

同解説（平成 30 年 5 月） 

P1069～1074 参照 

以上より、②が最も適当である。 

 

 

  





設問番号 問題 30 

解答例 ③ 

解 説 参考文献 

① 控え矢板式係船岸の前面矢板で発生する最大曲げモーメントは、タイ

材取付点と海底地盤の中間位置で発生する。（×） 

港湾の施設の技術上の基準・

同解説（平成 30 年 5 月） 

PP.1092-1094 参照 

② ブロック式岸壁は、各ブロック間において滑動、転倒に対する安定性

照査を実施する必要がある。なお、その場合、検討しようとする面で

の後趾を通る鉛直面より前の部分を仮想壁体としてよい。（×） 

港湾の施設の技術上の基準・

同解説（平成 30 年 5 月） 

PP.1066-1067 参照 

③ 記載のとおりである。（○） 港湾の施設の技術上の基準・

同解説（平成 30 年 5 月） 

P.1215 参照 

④ 記載のとおりである。杭の仮想固定点は 1/βの位置とされており、

杭の曲げ剛性 EI が分母にあることから、EI が大きくなるとβは小さ

くなり、仮想固定点の位置は下がることになる。（○） 

 

港湾の施設の技術上の基準・

同解説（平成 30 年 5 月） 

P.1204 参照 

以上より、③の「不適当なものは 2 つ」が最も適当である。 

 

  





設問番号 問題 31 

解答例 ⑤ 

解 説 参考文献 

(ア)記載のとおりである。（○） 海岸保全施設の技術上の基

準・同解説（平成 30 年 8 月） 

P.3-98 参照 

(イ)記載のとおりである。（○） 港湾の施設の技術上の基準・

同解説（平成 30 年 5 月） 

PP.996-997 参照 

(ウ)潜堤の断面形状による消波性能は、堤脚水深、天端幅に加えて、天端

水深に依存する。（×） 

海岸保全施設の技術上の基

準・同解説（平成 30 年 8 月） 

P.3-114 参照 

(エ)沿岸漂砂量の不足分を漂砂の下手へ供給して海浜の安定を図る工法

は動的養浜である。一方、静的な養浜とは、漂砂制御施設等の設置に

より漂砂量を極力少なくし砂浜の静的な安定をはかる工法である。

（×） 

 

海岸保全施設の技術上の基

準・同解説（平成 30 年 8 月） 

P.3-139 参照 

以上より、⑤の「〇○××」が最も適当である。 

 

  





設問番号 問題３２ 

解答例  ④ 

解 説 参考文献 

(ア) （×）底面の遮水性能については、「粘性土により底面の遮水性能

を確保することが多い」となっており、鉛直遮水と性能規定同等であ

るとは言えない。よって、誤った記述である。 

港湾の施設の技術上の基準・

同解説（平成 30 年 5 月） 

P1425～1427 参照 

(イ) （○）記載のとおり 港湾の施設の技術上の基準・

同解説（平成 30 年 5 月） 

P1422～1427 参照 

(ウ) （○）記載のとおり 港湾の施設の技術上の基準・

同解説（平成 30 年 5 月） 

P1424 参照 

(エ) （○）記載のとおり 

 

港湾の施設の技術上の基準・

同解説（平成 30 年 5 月） 

P1425 参照 

以上より、④の「×○○○」が最も適当である。 

 

 

  





設問番号 問題３３ 

解答例  ④ 

解 説 参考文献 

(ア) （公衆の利益の優先） 

設計士は、公衆の安全、健康及び福利を最優先に考慮する。（適宜

配慮するのではなく、最優先に考慮）（×） 

海洋・港湾構造物設計士がめ

ざすもの 

平成 29 年 3 月（改訂） 

P4 参照 

(イ) （持続可能性の確保） 

   記載のとおり（○） 

海洋・港湾構造物設計士がめ

ざすもの 

平成 29 年 3 月（改訂） 

P4 参照 

(ウ) （秘密の保持） 

記載のとおり（○） 

海洋・港湾構造物設計士がめ

ざすもの 

平成 29 年 3 月（改訂） 

P5 参照 

(エ) （設計の品質確保） 

  (11) 設計士は、設計業務の発注者もしくは受注者として、それぞれ

の立場において設計の品質確保の促進に努める。（受注者の立場

でなく、発注者もしくは受注者として である）（×） 

海洋・港湾構造物設計士がめ

ざすもの 

平成 29 年 3 月（改訂） 

P5 参照 

以上より、④の「×○○×」が最も適当である。 

 

 

 

  





設問番号 問題 34 

解答例 ① 

解 説 参考文献 

(ア)研鑽の継続として、常に専門とする技術分野に必要な知識、技能、

経験などを身につける必要がある。（×） 

海洋・港湾構造物設計士がめざ

すもの（平成 30 年 3 月(改訂)） 

P.4 参照 

(イ)記載のとおりである。（◯） 海洋・港湾構造物設計士がめざ

すもの（平成 30 年 3 月(改訂)） 

P.4 参照 

(ウ)記載のとおりである。（○） 海洋・港湾構造物設計士がめざ

すもの（平成 30 年 3 月(改訂)） 

P.5 参照 

(エ)記載のとおりである。（○） 

 

海洋・港湾構造物設計士がめざ

すもの（平成 30 年 3 月(改訂)） 

P.5 参照 

以上より、①の「×◯◯◯」が最も適当である。 

 

  





設問番号 問題 35 

解答例 ④ 

解 説 参考文献 

(ア)公衆の利益の優先及び公正かつ誠実にする必要がある。（×） 海洋・港湾構造物設計士がめざ

すもの（平成 30 年 3 月(改訂)） 

P.4～5 参照 

(イ)記載のとおりである。（○） 海洋・港湾構造物設計士がめざ

すもの（平成 30 年 3 月(改訂)） 

P.5 参照 

(ウ)記載のとおりである。○） 海洋・港湾構造物設計士がめざ

すもの（平成 30 年 3 月(改訂)） 

P.4 参照 

(エ)国際対応能力の向上に努める必要がある。（×） 

 

海洋・港湾構造物設計士がめざ

すもの（平成 30 年 3 月(改訂)） 

P.5 参照 

以上より、④の「×〇○×」が最も適当である。 

 

 

 




